













































































































ほか『注釈刑事訴訟法 < 新版 > 第２巻』（立花書房，1997年）16頁［馬場義宣］，
団藤重光『新刑事訴訟法綱要７訂版』（創文社，1967年）391頁注３，河上ほ
か・前掲注６・22頁［川上拓一］。
 この「刑」は，死刑，懲役，禁錮または拘留と解する（安村・前掲注６・
300頁）。
「判決が確定した」とは，①実刑判決の宣告による保釈の失効後にその判決が
確定した場合，②保釈取消後保証金没取前に実刑判決が確定した場合，③実刑
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定もこれに従っている。刑の言渡しを受けその判決が確定すれば，その
後は刑の執行の段階となるが，同条３項は，この段階において，刑の執
行の対象となった者の出頭を確保し，刑の執行を実効的に確保するので
ある。
刑訴法96条３項は，「判決が確定した後」をさかいに保釈保証金の目
的を，審判のための被告人の出頭を確保することから，刑の確実な執行
のための出頭を確保することに転化させる規定である。元来，判決が
確定すれば，勾留それ自体の効力は失効し，それに伴って保釈も失効し，
保釈保証金の存在意義がなくなるはずである（没取されなかった保釈保
証金は，刑訴規則91条１項１号後段により還付しなければならないはず
である）。しかし，たとえ保釈の前提となる勾留が判決の確定をもっ
判決宣告後に保釈された者についてその判決が確定した場合である。松尾浩也
監修『条解刑事訴訟法 第４版』（弘文堂，2009年）199頁，平場安治ほか『注
解刑事訴訟法上巻〔全訂新版〕』（青林書院，1987年）314頁［高田卓爾］，伊藤
ほか・前掲注７・138頁［河上和雄］参照。
 最決平21・12・９刑集63巻11号2907頁，小野清一郎ほか『ポケット註釈全
書・刑事訴訟法（上）［新版］』（有斐閣，1986年）229頁，田宮裕『注釈刑事訴
訟法』（有斐閣，1980年）119頁，香城敏麿「刑訴規則91条２項により前に納付
された保証金があらたな保証金の一部として納付されたものとみなされる場合
と刑訴法96条３項」『最高裁判所判例解説 刑事篇昭和50年度』（法曹会，1979
年）38頁，須田贒「刑執行のための収監後の保釈保証金の没取」『判例タイム
ズ』296号（1973年）370頁，松尾・前掲注９・199頁，伊藤ほか・前掲注７・
138頁［河上和雄］，平場ほか・前掲注９・314頁［高田卓爾］参照。
 安村・前掲注６・300頁。
 高田卓爾『刑事訴訟法〔２訂版〕』（青林書院新社，1984年）164-165頁，伊
藤ほか・前掲注７・138頁［河上和雄］，平場ほか・前掲注９・315頁［高田卓
爾］。
 しかし，もしも保釈保証金の還付がなされた後で，刑の執行のための呼出し
に応じないという事態が生じた場合，もはや刑訴法96条３項により没取する余
地はなくなってしまう。そこで，安村・前掲注６・260頁は，刑の執行のため
の呼出しがあるまでは，「保釈」は，なお存続するもの，したがってその前提
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て失効しようとも，保釈保証金の役割は判決の確定をもって消滅するわ
けではなく，刑訴法96条３項は，「特別の任務を課した規定」として，
あえて保釈保証金を刑の確実な執行のための出頭の確保の目的を果たす
ために転用するのである。そうであれば，同条３項は特別の規定であっ
て，必ずしも同条２項の没取と同一であると解する必要はない。同条
３項の没取と同条２項の没取との間には，もはや財産権剥奪という不利
益処分を課すために，準用や拡張的・類推的解釈を認めるほどの理論的
な共通基盤は存在しないといえる。
をなす「勾留」も失効しないものと解すべきだと説く（平場安治『改訂刑事
訴訟法講義』（有斐閣，1954年）289-290頁も参照）。もっとも，そうであれば，
保釈を存続するための観念的な「判決確定後の勾留」すなわち「既決勾留」を
観念しなければならない。それでも安村は，保釈保証金が「刑の執行のため」
の出頭を確保するものに転化することは認めている（安村・前掲注６・260頁）。
むしろ端的に，判決確定により勾留が失効すると考えた方が明快で合理的では
なかろうか。平場ほか・前掲注９・315頁［高田卓爾］，横井・前掲注５・137
頁参照。
 最決昭25・３・30刑集4巻3号457頁（伊達秋雄「保釈中の被告人に対し禁錮
以上の裁判言渡のあった場合と保釈保証金返還の要否」『警察研究』23巻10号
（1952年）82頁（刑事判例研究会編『刑事判例評釈集第12巻』（有斐閣，1954
年）所収）参照）は，禁錮以上の刑の言渡しを受けて保釈が失効しても，保釈
保証金は直ちに納付者に返還すべきではないとしている。刑訴規則91条１項２
号は，保釈が失効した場合に保釈保証金の還付義務が生じるのは収容後である
と規定している。横川敏雄「刑事訴訟規則の一部を改正する規則について」
『法曹時報』４巻１号（1952年）52頁参照。
 香城・前掲注10・38頁。
 横井・前掲注５・137頁。青柳文雄『刑事訴訟法通論上巻〔５訂〕』（立花書
房，1976年）569頁注ヌ，団藤重光『条解刑事訴訟法（上）』（弘文堂，1950
年）194頁も参照。
 大久保隆志「刑事裁判例批評」『刑事法ジャーナル』29号（2011年）141頁注
28。
 中島・前掲注２・166頁。
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二 刑訴法96条３項と同法343条との関係
本件でＡが逃亡した段階では，すでに刑訴法404・343条により保釈が
失効していたので，果たしてＡが「保釈された者」（刑訴法96条３項）
に該当するか否かが問題になる。しかし，例えば，保釈中の被告人が第
１審で拘留の刑の言渡しを受けた場合，勾留の効力は失われず，した
がって保釈もその効力を失わないが，判決が確定した後に被告人が逃亡
したとき，同条３項によって保釈保証金を没取することができるのに対
して，拘留より重い禁錮以上の刑の言渡しを受けた場合には，たとえ逃
亡しても「保釈された者」に該当しないため没取できないというのでは，
健全な常識に反する。拘留の刑の言渡しを受けた場合と禁錮以上の刑の
言渡しにより保釈が失効した場合とを別異に取り扱う合理的な理由はな
い。実刑判決の言渡し（本件では控訴棄却の判決）により保釈が失効
した後は，保釈されている状態にはないが，「保釈された者」に該当す
ると解するべきである。本決定は，このことを前提にしている。
三 「判決が確定した後」に逃亡等が行われた場合
本件とは似て非なる事案として，「判決が確定した後」に逃亡等が行
われ，検察官の没取請求の後で裁判所の没取決定の前に収容された場合
の刑訴法96条３項の適用の可否の問題がある。
この問題をめぐり高裁判例の中には，「裁判所が保釈保証金没取の決
定をする以前に，保釈を許された者が既に収監されている場合には，保
釈保証金は右収監とともに，刑の執行を担保する趣旨を失う」として，
収容後の没取を否定する判例がある一方，「この場合の保釈保証金は，
 伊達・前掲注14・84-85頁。
 香城・前掲注10・38-39頁。
 大阪高決昭38・２・２大阪高等裁判所刑事判決速報昭和38年１号20丁裏参照。
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没取の制裁のもとに刑の執行を担保するためのものである」として，収
容後の没取を肯定する判例がある。そして最決平21・12・９刑集63巻
11号2907頁は，実刑判決が確定した後に逃亡が行われ，検察官の没取
請求の後で裁判所の没取決定の前に収容された事案において，刑訴法96
条３項は「保釈保証金没取の制裁の予告の下，…保釈された者が逃亡等
をした場合には，［保釈保証金没取の］制裁を科することにより，刑の
確実な執行を担保する趣旨のものである」として，「保釈された者につ
いて，［同条３項］所定の事由が認められる場合には，刑事施設に収容
され刑の執行が開始された後であっても，保釈保証金を没取できる」と
判示し，収容後の没取を肯定する立場を明らかにした。
しかし，前述最決平21・12・９は，同条３項が「［保釈保証金没取
の］制裁を科することにより
4 4 4
，刑の確実な執行を担保する」（傍点髙
倉）と判示しているところからして，逃亡等に対する「制裁」を「刑の
 大阪高決昭51・１・28高刑集29巻１号24頁。東京高決昭48・10・８刑裁月報
５巻10号1382頁も同旨。なお，東京高決昭62・１・５高刑集40巻１号１頁は，
刑訴法96条１項の保釈取消決定に基づいて収監された後に同条２項による没取
が認められた事案であるが，この場合の没取にも制裁の意味があるとしている。
 評釈として，安永健次「刑事判例研究」『ジュリスト』1433号（2011年）132
頁，石田倫識「刑の執行開始後の保釈保証金の没取」『ジュリスト（平成22年
度重要判例解説）』1420号（2011年）242頁，檀上弘文「刑事裁判例批評」『刑
事法ジャーナル』24号（2011年）122頁，豊崎七絵「刑事施設収容後における
保釈保証金の没収［ママ］」『法学セミナー』670号（2010年）140頁，小沢正明「判
例紹介」『研修』740号（2010年）75頁。
 この立場を支持する見解として，木本 「保釈保証金没取の時期」『ジュリ
スト（昭和62年度重要判例解説）』910号（1988年）184頁，坂本武志「保証金
の没取」『捜査法大系Ⅱ』（日本評論社，1972年）262‐263頁，安永・前掲注
23・136頁，檀上・前掲注23・126頁，河上ほか・前掲注６・233頁［川上拓一］，
伊藤ほか・前掲注７・139頁［河上和雄］，横井・前掲注５・183頁，須田・前
掲注10・370頁。実務でも，収容状を執行して刑の執行を開始した後に検察官
が没取請求をする運用がなされているようである（妻木龍雄「とん刑者に対す
る保釈保証金の没取について」『研修』369号（1979年）33-34頁参照）。
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確実な執行を担保する」手段と捉えているのであって，「制裁」それ自
体を独立の目的として捉えているとは思われない。仮に「制裁」それ
自体を同条３項の独立の目的と捉えるならば，本件のように判決が確定
するまでに逃亡の事由が解消した場合であっても，「制裁」としての没
取決定をする余地はあったかもしれない。それにもかかわらず，本決定
がこれを否定したのは，同条３項の目的が「刑の確実な執行を担保す
る」ことにあり，「制裁」はその手段にすぎないと解しているからであ
ろう。そうであれば，もっぱら「懲罰的な意味しか有しない制裁」は
正当化されないはずである。
刑訴法96条３項の趣旨は刑の確実な執行の担保であるが，この問題の
判断主体として適当なのは，もはや裁判所ではなく請求権者たる検察官
であるから，同条３項の適用に当たっては，検察官の没取請求の時点が
重視されるべきである。収容後に行われる検察官の没取請求は，「懲罰
的な意味しか有しない制裁」に該当すると考える。この場合，すでに収
容がなされているのであるから，もはや「刑の確実な執行を担保する」
ことへの支障は存在せず，あえて手段としての「制裁」を科する必要は
ない。同条３項の検察官の請求は裁量的であるが，請求時期は収容時ま
でであると考えるべきである。そうであれば，前述最決平21・12・９
にように逃亡の後で収容の前に行われる検察官の没取請求は，逃亡によ
り「刑の確実な執行を担保する」ことへの支障が現に急迫している時点
で行われているから，懲罰的な意味は薄れ，たとえ収容後に没取がなさ
 石田・前掲注23・243頁。
 同上。
 中島・前掲注２・166頁。
 伊藤ほか・前掲注7・138-139頁［河上和雄］。これに対して，安永・前掲注
23・136頁は，収容され刑の執行が開始された後でも検察官が没取請求できる
とする。
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れたとしても，手段としての「制裁」を科するものとして正当化される
のではなかろうか。
本決定は，Ａの収容という事実がありながら没取を否定したが，前述
最決平21・12・９との整合性が問題となる。これは，前述最決平21・
12・９での検察官の没取請求が，逃亡の後で収容の前に行われた懲罰的
な意味の薄いもので，手段としての「制裁」がなされたにすぎないのに
対して，本決定での検察官の没取請求は，Ａの収容の後にあえて行われ
た「懲罰的な意味しか有しない制裁」であると考えれば整合性が保たれ
るのではなかろうか。
そもそも本件では，判決が確定する「前」にＡが収容されたのである
から，前述最決平21・12・９のような「判決が確定した後」の逃亡と実
質的に同視することはできない。判決が確定する前と判決が確定した後
とでは，刑の確実な執行のための出頭を確保する必要性が相当異なると
思われる。本件の逃亡は，判決が確定する前にのみ行われているから，
「刑の確実な執行を担保する」ことへの支障は，潜在的なものにとどま
る。
本件は，手段としての「制裁」として当然に没取がなされるべき事案
とはいい難い。
四 判決が確定する前に逃亡等が行われ，判決が確定する前に収容され
た場合
本件のＡの逃亡は実刑判決が確定する前にのみ行われたのであって，
 正木祐史「判決確定前の逃亡と保釈保証金の没取」『法学セミナー』675号
（2011年）124頁。
 原田和往「刑訴法96条３項による保釈保証金没取の可否」『法学教室・判例
セレクト2011［Ⅱ］』（2012年）40頁。
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判決が確定した後の時期において逃亡等の事実はない。第１審で実刑判
決を受けた後に保釈されたＡは，控訴棄却の判決を受けた後，判決が確
定する前に逃亡し，判決が確定する前に刑事施設に収容されたのである。
この点，本件は，前述最決平21・12・９とは事案を異にする。
このように判決が確定する前にのみ行われた逃亡を理由とする保釈保
証金の没取は認められるであろうか。すなわち，「判決が確定した後」
の逃亡等を没取事由と規定している刑訴法96条３項を適用ないし準用で
きるであろうか。
判決が確定する前の逃亡等に関しては，刑訴法96条２項の適用を検討
せざるを得ないが，本件では，控訴棄却の判決により保釈そのものが
「失効」したために，同条１項による保釈取消しを前提とした同条２項
による没取の決定の対象にならない。その一方で，Ａが逃亡していたの
は判決が確定する前であって，判決が確定する時にはすでに収容され
ていたのであるから，同条３項の対象にもなり得ない。本件では，保
釈が失効してから判決が確定するまでの間の逃亡等に関する保釈保証
金の没取の規定が欠けていることが問題である。そもそもこの問題は，
現行刑訴法において343条が新設されたのに，96条３項が旧刑訴法119
条３項をそのまま継承し，96条３項の規定に手当てがなかったことによ
る。
 もっとも，実刑判決が確定した後にもＡの逃亡の状態が継続している場合
は，刑訴法96条３項を適用する余地がある。「逃亡したとき」（同条３項）の中
に，判決が確定する時にすでに逃亡の状態にある場合をも含むと解するのであ
る。池田修・前田雅英『刑事訴訟法講義［第４版］』（東京大学出版会，2012
年）274頁注26，松尾・前掲注９・199頁，伊藤ほか・前掲注７・139頁［河上
和雄］，香城・前掲注10・40頁注４参照。
 多谷千香子「新判例解説」『研修』475号（1988年）65頁参照。
 髙部道彦「保釈保証金の没取の可否」『ジュリスト（平成23年度重要判例解
説）』1440号（2012年）195頁，中島・前掲注２・164-165頁，大久保・前掲注
17・138-139頁，伊達・前掲注14・84-85頁，香城・前掲注10・40頁注４参照。
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この問題については，保釈保証金が収容の担保となる以上，明文の
規定がなくても，収容に応じない場合には没取できるという肯定説と，
刑訴法343条の規定により保釈が失効してから判決が確定するまでの間
の逃亡については没取規定を欠いているとして，判決が確定するまでの
逃亡を理由としては没取できないとする否定説（ただし，判決が確定
するまで待ち，判決が確定した後にも逃亡の状態が継続している場合に
は，それを理由に没取できるとする）がある。
検察官が本件請求において刑訴法96条３項の適用ないし「準用」を求
めたのは，このような法体系上のいわば間隙に対応するためと推測され
る。また，この問題が解釈上解決できる問題か，立法上の解決を要す
る問題かを明らかにする意図もあったのではないかと推測される。本
件において検察官は，判決の確定の前と後を問わず，被告人が逃亡した
ことにより刑の確実な執行の担保に支障が生じた場合は，保釈保証金を
没取することこそが，保釈保証金の趣旨に合致することや，本件では，
控訴審において控訴棄却の判決が出たことにより，第１審の実刑判決が
確定する蓋然性が極めて高くなったことなどを理由に，同条３項の適用
ないし準用を主張した。
五 本決定の意義
しかし，本決定は，保釈された者が実刑判決を受け，その判決が確定
 横井・前掲注５・138頁。伊達・前掲注14・85-86頁も同旨。もっとも，これ
らの見解が，本件のように判決が確定するまでに逃亡等が解消している場合を
意識的に想定しているかは定かではない（大久保・前掲注17・142頁注33）。
 香城・前掲注10・40頁注４，安村・前掲注６・300頁。
 正木・前掲注29・124頁。
 髙部・前掲注33・195頁。
 刑集64巻８号1360-1364頁，町井裕明「判例紹介」『研修』752号（2011年）
100-101頁参照。
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するまでの間に逃亡等を行ったとしても，判決確定までにそれが解消さ
れ，判決確定後の時期において逃亡等の事実がない場合には，刑訴法96
条３項の適用ないし準用により保釈保証金を没取することはできないと
判断して，否定説を採ることを明らかにした。本決定は，同条３項の
没取の制裁機能を認めつつも，没取が財産権を剥奪するものである以上，
条文に規定された事由を超えて没取することは許されないという趣旨を
明確にして，安易な拡張解釈や類推適用を否定したといえよう。本件
のような問題の抜本的解決は立法によってなされるべきことが，本決定
によって明らかになったと思われる。同条３項により没取するために
は，判決が確定するまで待つ必要がある。
刑訴法96条３項の文理を前提とすれば，その没取のできる範囲は，財
産権の保障等の観点から同条３項所定の事由に限られ，本件において同
条３項を適用または準用することは，困難であると思われる。前述の
ように同条３項は，「特別の任務を課した規定」として，あえて保釈保
証金を刑の確実な執行のための出頭の確保の目的を果たすために転用す
るのであるから，文理上の限界は厳守すべきである。同条３項は，あ
くまでも「刑が確定した後」の逃亡等の場合に限定されるべきである。
 本決定に賛成する見解は，髙部・前掲注33・195頁，大久保・前掲注17・
142-143頁，中島・前掲注２・166頁，正木・前掲注29・124頁。
 三井誠ほか編『新基本法コンメンタール・刑事訴訟法』（日本評論社，2011
年）128頁［鈴木巧］，大久保・前掲注17・143頁，中島・前掲注２・163頁，原
田・前掲注30・40頁参照。
 髙部・前掲注33・195頁，「最高裁新判例紹介」『法律時報』83巻８号（2011
年）130頁，『判例時報』2102号（2011年）160頁と『判例タイムズ』1339号
（2011年）68頁の本決定についての解説参照。
 伊藤ほか・前掲注７・139頁［河上和雄］。
 髙部・前掲注33・195頁。
 大久保・前掲注17・142-143頁参照。
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もし本件において同条３項の適用ないし準用を認めるならば，同条３項
は，判決の確定の前と後を問わず，およそ逃亡等の事実を要件とする没
取に関する一般規定となりかねず，判決が確定する前の保釈取消しに伴
う没取を規定する本条２項と競合が生じることになる。判決が確定す
る前か後かによって、同条２項と同条３項それぞれの適用範囲を明確に
区別するべきである。本決定は妥当な判断である。
　中島・前掲注２・164頁。
